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大阪府交通道路事業 建設事業評価（事前評価）に係る外部の専門家
の意見聴取の経過

平成２３年１１月３０日 専門家に対して、事業のアウトラインを説明

平成２４年９月１２日 専門家に対して、事前評価調書をお示しし、意見聴取

平成２４年１０月１１日
平成２４年１０月１６日

専門家に対して、前回の意見や指摘への対応を説明・報告

内田 敬 氏 大阪市立大学大学院工学研究科 教授

松澤 俊雄 氏 大阪市立大学大学院経済学研究科 教授

松村 暢彦 氏 大阪大学大学院工学研究科 准教授

■外部の専門家

○阪急京都線（摂津市駅周辺）連続立体交差事業
○都市計画道路三国塚口線

■経過

■事業

（都市整備部で実施）



阪急京都線（摂津市駅付近）
連続立体交差事業

建設事業評価（事前評価）
平成２４年１１月

大阪府

都市整備部交通道路室

茨木土木事務所



■連続立体交差事業の概要

・連続立体交差事業は、鉄道を連続的に高架化し、複数の踏切を一挙に除却。

・大阪府が事業主体となり、地元市、鉄道事業者と共同で実施する事業。

≪主な事業効果≫
①踏切の除却による交通渋滞の解消
②踏切除却による踏切事故の解消
③鉄道により分断されていた市街地の一体化
④周辺の土地利用計画に合わせた高架下の多目的利用 など

○交通渋滞・踏切事故の解消 ○まちづくりの促進、利便性の向上



■大阪府における連続立体交差事業

路線名 区間
（駅名）

延長
(km)

除却
踏切
数

事業期間（年度） 進捗

近鉄奈良線
（東大阪市）

若江岩田
河内花園
東花園

3.3 9 H4～H28

事業中

南海本線
高師浜線
（高石市）

羽衣
高石

4.1 13 H9～H31

南海本線
（泉大津市）

松ノ浜
泉大津

2.4 8 H7～H27

大阪外環状線

（東大阪市）
ＪＲ長瀬 2.2 11 H11～H24

京阪本線
（寝屋川市）
（枚方市）

香里園
光善寺
枚方公園

5.5 21 H17～H19
国費調査済

H20～
都市計画・環境アセ
スメント手続き中

準備中

阪急京都線
（摂津市）

摂津市 2.1 5 H20～H22
国費調査済

計画中

・大阪府ではこれまでに計１３地区、延べ約４０㎞の事業が完了し、１３１箇所の
踏切を除却。現在、４地区で事業中。

阪急京都線
（摂津市駅周辺）
連続立体交差事業
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■位置図 大阪府

摂津市都）千里丘三島線
ＪＲアンダーパス Ｈ２１年度完了

・・・・・現道あり（都計幅未整備）



○所在地：大阪府摂津市庄屋～大阪府茨木市丑寅

○延長：L=2.1ｋｍ（摂津市域1.5ｋｍ、茨木市域0.6ｋｍ）
○高架化される駅：摂津市駅

○踏切除却数：５箇所（うちボトルネック踏切４箇所）

○概算事業費：約３７５億円

阪急京都線

← 摂津市域 L=1.5km → ← 茨木市域 →
L=0.6km

L=2.1km

■事業概要



■鉄道高架化の基本方針



■除却する踏切

5踏切（自動車ボトルネック踏切2・歩行者ボトルネック踏切2）

№ 踏切名
都市計画
道路名

緊急対策
踏切

遮断時間 交通量 踏切交通遮断量

ピーク時
(分)

一日
あたり
(時間)

自動車
台/日

歩行者等
台(人)/日

自動車
台・時/日

歩行者等
台(人)・時/日

1 坪井 歩行者ボト
ルネック

35 8.5 2,608 4,208 22,168 35,768

2 産業
道路

千里丘
三島線

自動車ボト
ルネック

34 8.7 9,156 4,337 79,657 37,732

3 乙の辻 歩行者ボト
ルネック

34 8.3 0 8,029 0 66,641

4 千里丘 千里丘
寝屋川線

自動車ボト
ルネック

33 8.2 9,722 2,261 79,720 18,540

5 千里丘
上２

－ 7.4 95 1,791 703 13,253

自動車ボトルネック踏切：１日あたりの踏切自動車交通遮断量50,000台・時/日以上
歩行者ボトルネック踏切：１日あたりの踏切歩行者(自転車含む)交通遮断量20,000台(人)・時/日以上
※踏切遮断交通量（台・時/日）＝交通量（台/日）×踏切遮断時間（時）



■地域の現状と課題

産業道路踏切 乙の辻踏切 庄屋２丁目付近
（自動車ボトルネック踏切） （歩行者ボトルネック踏切） （地域分断）

庄屋架道橋 千里丘踏切 坪井味舌線（市）
（高さ制限による通行支障） （歩道未整備） （未整備の都市計画道路）



■上位計画等における位置づけ

・大阪府都市基盤整備中期計画（案）改正（平成２４年３月策定）

大阪府都市整備中期計画（案）に示すアクションプログラムでは、
『都市の成長を支えるインフラの強化』として、慢性的な交通渋滞の解消を

図ることとしており、具体的な事業として、「連続立体交差事業」が位置づけら
れている。

個別の箇所については、下記のとおり。
※近鉄奈良線、大阪外環状線、南海本線・高師浜線、南海本線、京阪本線の
５箇所については事業中であり、整備を重点的に進め、効果の早期発現を
図ることとしている。
阪急京都線については、周辺のまちづくりなどにより効果発現が期待でき
る箇所として、地元市、鉄道事業者との協議を実施し、新たに事業着手
を行う予定。



■大阪府都市整備中期計画（案）における
当面１０ヶ年の踏切抜本対策の考え方



■費用便益分析等の効率性

【具体的な便益内容】

移動時間短縮・走行経費短縮・交通事故減少

【受益者】

地域住民・鉄道、側道利用者

費用便益分析 Ｂ／Ｃ＝２．９２
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費用 便益

総費用Ｃ＝221.5億円 総便益Ｂ＝647.2億円
（社会的割引率 年４％）



■費用便益分析等の効率性

便益

移動時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

合計

基準年

供用年

単年便益
（初年便益）

32.61億円 0.13億円 0.41億円 33.15億円

基準年における
現在価値（Ｂ）

635.26億円 2.69億円 9.25億円 647.2億円

費用

事業費 維持修繕費 合計

基準年

単純合計 372.37億円 4.48億円 376.85億円

基準年における
現在価値（Ｃ）

220.63億円 0.88億円 221.51億円

平成24年度

平成45年度

平成24年度



■費用便益の内訳

※国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析
マニュアル（案）」（平成20年11月）より



■費用便益分析等の効率性

連立区間

（凡例）
：1億円/年 以上
：1億円/年 未満
：マイナス便益

※数値は、億円／年（H42時点）を示す。



◯ 事業費 変動量
変動後の総費用
（現在価値）

総便益
（現在価値）

B/C

-10% 186.9億円

598.4億円

3.20

0% 204.8億円 2.92

+10% 228.4億円 2.62

◯ 便益 変動量
変動後の総費用
（現在価値）

総便益
（現在価値）

B/C

-10%

204.8億円

538.6億円 2.63

0% 598.4億円 2.92

+10% 658.2億円 3.21

事業期間
変動量

変動後の総費用
（現在価値）

総便益
（現在価値）

B/C

-10%(-2年)

204.8億円

658.1億円 3.21

0% 598.4億円 2.92

+10%（+2年） 543.8億円 2.66

◯ 事業期間

事業費の変動の影響
によるB／Cの変化
を表す

交通量（便益）の変
動の影響によるB／
Cの変化を表す

事業期間の変動の影
響によるB／Cの変
化を表す

■費用便益分析等の効率性～感度分析～

Ｂ／Ｃ＝2.92

※基準年次を平成２２年度として算出



走行時間短縮便益＝Σ（交通量×走行時間×時間価値原単位）
（円／日） （台／日） （分） （円／分・台）

±10％ 増減なし 増減なし±10％

すべてのリンク別の交通量を10％増減し、走行時間を考慮し
ていないことから、便益の10％増減と同等となる。

走行経費減少便益＝Σ（交通量×路線延長×走行経費原単位）

交通事故減少便益＝Σ【交通量×（係数×路線延長＋係数×路線内の交差点数）】

についても同様

費用便益分析マニュアルより

■費用便益分析等の効率性～感度分析～ （考え方）



■代替手法との比較検討

①高架化と地下化

・縦断線形上、地下化は困難。

（Ｃａｓｅ１・Ｃａｓｅ２・Ｃａｓｅ３）

【Case1】 【Case2】 【Case3】

正
雀
駅

正
雀
車
庫



【Case1】

○地下埋設物（流域下水道山田幹線）に支障する

地下埋設物（流域下水道山田幹線）

正
雀
駅

正
雀
車
庫



【Case2】

○山田川に支障する。

山田川

正
雀
駅

正
雀
車
庫



【Case3】

○庄屋架道橋、都市計画道路坪井味舌線に支障する。

都市計画道路坪井味舌線

庄屋架道橋

正
雀
駅

正
雀
車
庫



②道路をオーバーパス

阪急京都線
坪井踏切

ＪＲ京都線

産業道路踏切

乙の辻踏切

千里丘踏切

千里丘上２番踏切

①追加



【事業費について】

踏切名 備考

踏切幅員 交通規制 規格 事業費（百万円）

― ― ―
４種３級
Ｌ＝６７０ｍ、Ｗ＝１２．２ｍ

6,450

坪井踏切 ８ｍ 大型通行禁止
４種３級
Ｌ＝６７０ｍ、Ｗ＝１１．７ｍ

5,708

産業道路踏切 １０．２ｍ なし
４種２級
Ｌ＝９２０ｍ、Ｗ＝１２．２ｍ

7,770

乙の辻踏切 ２．８ｍ 車両通行禁止 ― ― 事業費算出対象外

千里丘踏切 ７ｍ なし
４種１級
Ｌ＝１１３０ｍ、Ｗ＝１２．２ｍ

17,076
（都）太中線Ｌ＝２５０ｍ，Ｗ
＝８．２ｍも立体化

千里丘上２番踏切 ３ｍ 軽・小型特殊限定 ― ― 事業費算出対象外

合計 37,004

踏切の状況 新設道路（オーバーパス）

※鉄道と交差する都市計画道路３本（うち１本は新設）、現道１本をオーバーパスした場合、事業費は約３７０億
円であり、連立事業費約３７５億円と比較して同程度となる。しかし、道路のオーバーパスは、単に自動車交
通流の円滑化を図るものとしては有効であるが、駅周辺の既成市街地での立体交差となるため、新たな地
域分断が生じることや高架橋直近の交通に制約がかかること、さらには歩行者等に上下移動の負担が生じる。
一方、連立事業により鉄道を高架化すると、上記課題が解消されることに加え、鉄道により分断された地域の
一体化が図られ、周辺のまちづくりとあわせた地域の活性化が期待できる。
よって当地区では連立事業を採用する。

①追加



■代替手法との比較検討

①高架化と地下化

・縦断線形上、地下化は困難。

☆鉄道を高架化

②道路をオーバーパス

・事業費は鉄道高架化と同程度。

・新たな地域分断の発生や高架橋直近の交通に制約。



■高架化する場合の仮線敷設について

○仮線敷設は東側か西側か

・西側仮線は、境川橋梁の架替が必要。

・関電鉄塔・ＲＣマンション。

・用地費・物件補償費の合計が東側の方が小さい。

☆高架化

☆東側仮線

西側

東側

境川橋梁

マンション 関電鉄塔

☆東側仮線を採用



■自然環境等への影響とその対策

・ロングレール化
・弾性枕木の採用

・鉄筋コンクリート構造

・渋滞緩和による大気への負荷物質の排出量の抑制

環境側道環境側道

W=6ｍ W=6ｍ
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【仮線方式（単線順次施工）】

①現況

②仮線に切替

③片線切替

④両線切替

【仮線影響範囲】

（単線順次施工）

仮線影響範囲

６ｍ環境側道整備

■施工方法



■現場写真



■（参考）摂津市駅周辺まちづくり計画図



■現場写真

千里丘２番踏切 千里丘踏切

乙の辻踏切 産業道路踏切



■現場写真

坪井踏切 摂津市駅前

摂津市駅前 摂津市駅前



大阪府交通道路事業 建設事業評価（事前評価）に係る外部の専門家の意見

（都市整備部で実施）

■阪急京都線（摂津市駅周辺）連続立体交差事業

外部の専門家による意見等 意見等への対応

①連立事業を実施すること前提として考えると、事業の
必要性は理解できるが、代替手法の比較検討として
道路をオーバーパスする方法とも比較すべき。
②本連立事業箇所を次に着手するという優先順位の決
め方はどうか。

①評価調書に追記、修正を行うとともに参考資料を
添付した。

②優先順位については、ボトルネック踏切である点、
除却計画の実現性、周辺まちづくりの計画などの
沿線の状況や、地元市・鉄道事業者と整備に向け
た合意形成などを踏まえて決定している。

※内容は、外部の専門家に確認済み



事前評価調書（事業費 10億円以上） 

事業名 阪急京都線（摂津市駅付近）連続立体交差事業 

担当部署 都市整備部 交通道路室 都市交通課 連立・鉄軌道グループ（06-6944-7587） 

事業箇所 摂津市庄屋～茨木市丑寅 

目的 

阪急京都線は、大阪と京都を結ぶ主要路線であり、列車運行本数も多く踏切遮断時間も長

いため、踏切部では慢性的な交通渋滞が発生している。とりわけ（都）千里丘三島線は、府

道大阪中央環状線と府道大阪高槻京都線を結ぶ主要幹線道路であり、Ｈ２１年にはＪＲとの

アンダーパスが完成し、ＪＲ～阪急京都線間は摂津市が拡幅工事中であるなど、積極的な整

備が進められており、阪急踏切部の交通渋滞が顕在化している状況である。 

また、今回連立事業として整備する区間では、Ｈ２１年度に摂津市駅の新設やＨ２３年度

の南千里丘土地区画整理事業の完成など、まちづくりが進展していることから、本事業によ

り、踏切を除去し、沿線の交通渋滞を緩和するとともに、周辺市街地整備、都市及び地域相

互間の有機的な連携強化などを図ることが喫緊の課題であるため、本事業を推進するもので

ある。 

内容 

鉄道の高架化及び側道の整備 

延長:２.１ｋｍ（摂津市：１．５ｋｍ、茨木市：０．６ｋｍ） 

高架化される駅:摂津市駅 

踏切除却数:５箇所 

事業費 

全体事業費：約３７５億円 

 （国：１９２億円 府・市：１５７億円 鉄道：２６億円） 

（内訳）調査費等  約４億円 

用地費  約６２億円 

     工事費 約３０９億円 

【事業費の積算根拠】 

工法、設計数量等は国費調査時に概略

設計を元に算出。 

事業費の算出については、連立事業の

実績等を元に算出。 

【工事費の内訳】 

高架工事       ２０３億円 

軌道・電気工事     ８２億円 

駅舎工事        １７億円 

側道工事         ７億円 

事業費の変動要因 

【他事業者との協議状況】 

摂津市、茨木市、阪急電鉄㈱と高架本体、関連側道の構造及び工法等について協議中。 

【今後の事業費変動要因の予測】 

 現在の事業費は概算であり、今後、国と協議を行い計画の位置付前に明確となる。事業費

の鉄道事業者の負担割合については、変動あり。 

維持管理費 

 ― 円／年 

・高架本体については鉄道事業者において維持管理。 

・関連側道については地元市において維持管理。 

関連事業 

・南千里丘土地区画整理事業（事業主体：摂津市 事業期間：Ｈ１９～Ｈ２３） 
・都市計画道路千里丘三島線整備事業（事業主体：摂津市 事業期間：Ｈ１９～） 
・都市計画道路千里丘寝屋川線整備事業（事業主体：大阪府 事業期間：未定） 
・都市計画道路坪井味舌線整備事業（事業主体：摂津市 事業期間：未定） 

 

 
上位計画等に 

おける位置付け 

・大阪府総合計画：大阪の再生・元気倍増 

・大阪府交通道路マスタープラン（平成 16年 3月策定） 

・大阪府都市基盤整備中期計画（案）改正（平成 24年 3月） 

事業を巡る社会 

経済情勢等 

鉄道の運用状況 

列車本数    約 630本／日 

踏切遮断時間  約９時間／日 

 

 踏切交通量の状況 ピーク時１時間 

踏切遮断時間 

踏切 

事故数 

H19調査 S60～H19 

自動車 自転車・歩行者  ボトルネ

ック踏切 

 

坪井踏切 2,608台/日 4,208台/日 35分/時間 ○ 1件 

産業道路踏切 9,156台/日 4,337台/日 34分/時間 ○ 9件 

乙の辻踏切 ― 台/日 8,029台/日 34分/時間 ○ 1件 

千里丘踏切 9,722台/日 2,261台/日 33分/時間 ○ 1件 

千里丘上２番

踏切 

95台/日 1,791台/日 －分/時間  1件 

 

地元の協力体制等 
・地元市である摂津市・茨木市に地元調整、関連側道の用地買収及び整備を委託する予定。 

 

事業の投資効果 

＜費用便益分析＞ 

または 

＜代替指標＞ 

[効果項目] 

・交通円滑化効果 

移動時間短縮・走行費用短縮・交通事故減少 

[分析結果] 

Ｂ／Ｃ＝２．９２ 
 

Ｂ＝６４７．２億円 

Ｃ＝２２１．５億円 

 

[算出方法] 

※国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析マニュアル（案）」（平成 20年 11月）に

より算出。 

※総便益及び総費用は基準年（平成 24年）における現在価値で算出している。 
※社会的割引率は年 4%、全線供用開始は平成 45年、費用便益の算定期間は供用開始から

50年としている。 
※総費用＝事業費＋維持管理費 
[受益者] 地域住民・鉄道、側道利用者 

前回会議終了後、追記した資料 



定性的分析 

[効果項目] 

・踏切除却により踏切事故が解消。 

・踏切除却及び渋滞緩和により緊急車両の通行が容易。 

・踏切の撤去により、渋滞が緩和されバス等の定時性が確保。 

・渋滞の解消に伴い、大気汚染、騒音等の改善が図られる。 

・鉄道の高架化及び環境側道整備により市街地の分断が解消し、高架下に公共施設や商業

施設が整備され、利便性が向上、地域コミュニティーの活性化が図られる。 

・駅及びその周辺施設の整備に合せバリアフリー化が促進。 

・鉄道高架化により騒音の改善が図られる。 

[受益者] 

・地域住民・鉄道、側道利用者 

事業段階ごとの 

進捗予定と効果 

・Ｈ２０～２２年度 連続立体交差事業調査 
・Ｈ２３～２４年度 関係機関協議 
・Ｈ２５～２８年度 社会資本整備計画へ位置付け、測量・設計等、比較設計協議、 

都市計画決定、詳細設計協議 
・Ｈ２９年度    都市計画事業認可（予定）（事業認可期間：Ｈ２９～Ｈ４５） 

・Ｈ４５年度    事業完了（予定） 
 

完成予定年度 平成４５年度 

代替手法との 
比較検討 

○高架化と地下化 

・トンネル躯体が、地下埋設物（流域下水道山田幹線）や山田川等の支障となる。また、

地下工事は高架に比べ高コストとなることや、工期も長くなるため、地下化は採用しない。 

○仮線敷設は東側か西側か 

・西側仮線とすると、境川（駅部西側）～千里丘三島線へアクセスする境川橋梁（自転車・

歩行者用）の架け替えが必要となる。 

・関電鉄塔、ＲＣマンションの存在。 

これらの問題点を踏まえ、用地費・物件補償費の合計で東側仮線の方が費用を抑えること

ができる。これに加え影響範囲も少なくなるため、東側仮線を採用することとする。 

○道路オーバーパスとの比較 

・鉄道と交差する都市計画道路３本（うち１本は新設）、現道１本をオーバーパスした場合、

事業費は約３７０億円であり、連立事業費 約３７５億円と比較して同程度となる。しか

し、道路のオーバーパスは、単に自動車交通流の円滑化を図るものとしては有効である

が、駅周辺の既成市街地での立体交差となるため、新たな地域分断が生じることや高架

橋直近の交通に制約がかかること、さらには歩行者等に上下移動の負担が生じる。 

一方、連立事業により鉄道を高架化すると、上記課題が解消されることに加え、鉄道に

より分断された地域の一体化が図られ、周辺のまちづくりとあわせた地域の活性化が期

待できる。よって当地区では連立事業を採用する。 

 

① 追記 

自然環境等への 

影響とその対策 

・既成市街地における既存の鉄道の立体交差事業であり、新たに自然環境に与える影響は

ほとんどない。 

・渋滞緩和による大気質への負荷物質の排出量の抑制に寄与。 

・列車の走行に伴う騒音・振動を低減させるため、ロングレール化や弾性枕木の採用や、

高架橋の高欄は遮音性の高い鉄筋コンクリート構造とする等、環境保全対策に配慮する。 

・高架構造物により日照等阻害された場合は、公共補償基準に従い補償していく。 

 

その他特記事項 

 

 

対応方針 

（原案） 

・事業実施 

＜判断の理由＞ 

本連立事業の整備により、ボトルネック踏切の解消による交通渋滞、踏切事故の解消、並び

に、市街地の一体化が図れることから、事業を実施する。 

 
 



事前評価調書（事業費 10億円以上） 

事業名 阪急京都線（摂津市駅付近）連続立体交差事業 

担当部署 都市整備部 交通道路室 都市交通課 連立・鉄軌道グループ（06-6944-7587） 

事業箇所 摂津市庄屋～茨木市丑寅 

目的 

阪急京都線は、大阪と京都を結ぶ主要路線であり、列車運行本数も多く踏切遮断時間も長

いため、踏切部では慢性的な交通渋滞が発生している。とりわけ（都）千里丘三島線は、府

道大阪中央環状線と府道大阪高槻京都線を結ぶ主要幹線道路であり、Ｈ２１年にはＪＲとの

アンダーパスが完成し、ＪＲ～阪急京都線間は摂津市が拡幅工事中であるなど、積極的な整

備が進められており、阪急踏切部の交通渋滞が顕在化している状況である。 

また、今回連立事業として整備する区間では、Ｈ２１年度に摂津市駅の新設やＨ２３年度

の南千里丘土地区画整理事業の完成など、まちづくりが進展していることから、本事業によ

り、踏切を除去し、沿線の交通渋滞を緩和するとともに、周辺市街地整備、都市及び地域相

互間の有機的な連携強化などを図ることが喫緊の課題であるため、本事業を推進するもので

ある。 

内容 

鉄道の高架化及び側道の整備 

延長:２.１ｋｍ（摂津市：１．５ｋｍ、茨木市：０．６ｋｍ） 

高架化される駅:摂津市駅 

踏切除却数:５箇所 

事業費 

全体事業費：約３７５億円 

 （国：１９２億円 府・市：１５７億円 鉄道：２６億円） 

（内訳）調査費等  約４億円 

用地費  約６２億円 

     工事費 約３０９億円 

【事業費の積算根拠】 

工法、設計数量等は国費調査時に概略

設計を元に算出。 

事業費の算出については、連立事業の

実績等を元に算出。 

【工事費の内訳】 

高架工事       ２０３億円 

軌道・電気工事     ８２億円 

駅舎工事        １７億円 

側道工事         ７億円 

事業費の変動要因 

【他事業者との協議状況】 

摂津市、茨木市、阪急電鉄㈱と高架本体、関連側道の構造及び工法等について協議中。 

【今後の事業費変動要因の予測】 

 現在の事業費は概算であり、今後、国と協議を行い計画の位置付前に明確となる。事業費

の鉄道事業者の負担割合については、変動あり。 

維持管理費 

 ― 円／年 

・高架本体については鉄道事業者において維持管理。 

・関連側道については地元市において維持管理。 

関連事業 

・南千里丘土地区画整理事業（事業主体：摂津市 事業期間：Ｈ１９～Ｈ２３） 
・都市計画道路千里丘三島線整備事業（事業主体：摂津市 事業期間：Ｈ１９～） 
・都市計画道路千里丘寝屋川線整備事業（事業主体：大阪府 事業期間：未定） 
・都市計画道路坪井味舌線整備事業（事業主体：摂津市 事業期間：未定） 

 

 
上位計画等に 

おける位置付け 

・大阪府総合計画：大阪の再生・元気倍増 

・大阪府交通道路マスタープラン（平成 16年 3月策定） 

・大阪府都市基盤整備中期計画（案）改正（平成 24年 3月） 

事業を巡る社会 

経済情勢等 

鉄道の運用状況 

列車本数    約 630本／日 

踏切遮断時間  約９時間／日 

 

 踏切交通量の状況 ピーク時１時間 

踏切遮断時間 

踏切 

事故数 

H19調査 S60～H19 

自動車 自転車・歩行者  ボトルネ

ック踏切 

 

坪井踏切 2,608台/日 4,208台/日 35分/時間 ○ 1件 

産業道路踏切 9,156台/日 4,337台/日 34分/時間 ○ 9件 

乙の辻踏切 ― 台/日 8,029台/日 34分/時間 ○ 1件 

千里丘踏切 9,722台/日 2,261台/日 33分/時間 ○ 1件 

千里丘上２番

踏切 

95台/日 1,791台/日 －分/時間  1件 

 

地元の協力体制等 
・地元市である摂津市・茨木市に地元調整、関連側道の用地買収及び整備を委託する予定。 

 

事業の投資効果 

＜費用便益分析＞ 

または 

＜代替指標＞ 

[効果項目] 

・交通円滑化効果 

移動時間短縮・走行費用短縮・交通事故減少 

[分析結果] 

Ｂ／Ｃ＝２．９２ 
 

Ｂ＝６４７．２億円 

Ｃ＝２２１．５億円 

 

[算出方法] 

※国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析マニュアル（案）」（平成 20年 11月）に

より算出。 

※総便益及び総費用は基準年（平成 24年）における現在価値で算出している。 
※社会的割引率は年 4%、全線供用開始は平成 45年、費用便益の算定期間は供用開始から

50年としている。 
※総費用＝事業費＋維持管理費 
[受益者] 地域住民・鉄道、側道利用者 

前回会議終了後、追記した資料 



定性的分析 

[効果項目] 

・踏切除却により踏切事故が解消。 

・踏切除却及び渋滞緩和により緊急車両の通行が容易。 

・踏切の撤去により、渋滞が緩和されバス等の定時性が確保。 

・渋滞の解消に伴い、大気汚染、騒音等の改善が図られる。 

・鉄道の高架化及び環境側道整備により市街地の分断が解消し、高架下に公共施設や商業

施設が整備され、利便性が向上、地域コミュニティーの活性化が図られる。 

・駅及びその周辺施設の整備に合せバリアフリー化が促進。 

・鉄道高架化により騒音の改善が図られる。 

[受益者] 

・地域住民・鉄道、側道利用者 

事業段階ごとの 

進捗予定と効果 

・Ｈ２０～２２年度 連続立体交差事業調査 
・Ｈ２３～２４年度 関係機関協議 
・Ｈ２５～２８年度 社会資本整備計画へ位置付け、測量・設計等、比較設計協議、 

都市計画決定、詳細設計協議 
・Ｈ２９年度    都市計画事業認可（予定）（事業認可期間：Ｈ２９～Ｈ４５） 

・Ｈ４５年度    事業完了（予定） 
 

完成予定年度 平成４５年度 

代替手法との 
比較検討 

○高架化と地下化 

・トンネル躯体が、地下埋設物（流域下水道山田幹線）や山田川等の支障となる。また、

地下工事は高架に比べ高コストとなることや、工期も長くなるため、地下化は採用しない。 

○仮線敷設は東側か西側か 

・西側仮線とすると、境川（駅部西側）～千里丘三島線へアクセスする境川橋梁（自転車・

歩行者用）の架け替えが必要となる。 

・関電鉄塔、ＲＣマンションの存在。 

これらの問題点を踏まえ、用地費・物件補償費の合計で東側仮線の方が費用を抑えること

ができる。これに加え影響範囲も少なくなるため、東側仮線を採用することとする。 

○道路オーバーパスとの比較 

・鉄道と交差する都市計画道路３本（うち１本は新設）、現道１本をオーバーパスした場合、

事業費は約３７０億円であり、連立事業費 約３７５億円と比較して同程度となる。しか

し、道路のオーバーパスは、単に自動車交通流の円滑化を図るものとしては有効である

が、駅周辺の既成市街地での立体交差となるため、新たな地域分断が生じることや高架

橋直近の交通に制約がかかること、さらには歩行者等に上下移動の負担が生じる。 

一方、連立事業により鉄道を高架化すると、上記課題が解消されることに加え、鉄道に

より分断された地域の一体化が図られ、周辺のまちづくりとあわせた地域の活性化が期

待できる。よって当地区では連立事業を採用する。 

 

① 追記 

自然環境等への 

影響とその対策 

・既成市街地における既存の鉄道の立体交差事業であり、新たに自然環境に与える影響は

ほとんどない。 

・渋滞緩和による大気質への負荷物質の排出量の抑制に寄与。 

・列車の走行に伴う騒音・振動を低減させるため、ロングレール化や弾性枕木の採用や、

高架橋の高欄は遮音性の高い鉄筋コンクリート構造とする等、環境保全対策に配慮する。 

・高架構造物により日照等阻害された場合は、公共補償基準に従い補償していく。 

 

その他特記事項 

 

 

対応方針 

（原案） 

・事業実施 

＜判断の理由＞ 

本連立事業の整備により、ボトルネック踏切の解消による交通渋滞、踏切事故の解消、並び

に、市街地の一体化が図れることから、事業を実施する。 

 
 



都市計画道路 三国塚口線

建設事業評価(事前評価)

平成２４年１１月

大阪府

都市整備部 交通道路室

池田土木事務所



Ⅰ 位 置 図

豊中市
大 阪 府
豊 中 市兵庫県

尼崎市

都）三国塚口線Ｌ＝1.5㎞

評価区間 L=1.0km

暫定整備
L=220m 都市計画

未決定区間

○路線の概要
・都市計画道路三国塚口線は、豊中市の庄内地区を東西に貫き、国道１７６号から兵庫
県境の旧猪名川までを結ぶ延長約１．５ｋｍの幹線道路である。
・三国塚口線を兵庫県側の山手幹線と接続することにより、国道２号、国道４３号を補
完する阪神間の交通ネットワークの強化につながる。

・当該評価区間は、現道の府道庄本牛立線が２車線で供用しており、この両端には北大
阪地域の南北方向の幹線道路である国道１７６号及び府道大阪池田線が接続している。

大阪市

（現道：府道庄本牛立線）

府県間部

L=0.5km



Ⅰ 現在の状況

②

①



Ⅰ 現在の状況

④

③



Ⅰ 現在の状況

⑥

⑤



Ⅰ 現在の状況

⑧

⑦



Ⅰ 現在の状況

⑩

⑨



Ⅱ 課題① ～老朽木造建築物の密集～

○密集市街地

・豊中市の庄内地区は、道路が狭隘なうえに、狭小宅地が多く老朽化した木造住宅
が高密度に建ち並んでおり、大規模地震時や大火時には、大きな被害が想定される。



Ⅱ 課題② ～渋滞～

○交通渋滞

・現況の府道庄本牛立線（２車線）の日あたり交通量は約12,５００台（Ｈ
２２センサス）であり、ピーク時を中心として交通渋滞が発生している。

【参考】道路構造令
都市部における交差点の多い２車線道路の設計基準交通量は、9,600台／日となってお
り現況交通量が上回っている状況



Ⅱ 課題② ～渋滞～

○ピーク滞留長
・現道である府道庄本牛立線（２車線）の各交差点には、右折レーンが設置されて
いないことから、「右折待ち」の影響で渋滞が発生。
・沿道の大型店舗や工場、業務用施設が立地し、施設利用車両により渋滞が発生。

平成２３年５月３１日調査



Ⅱ 課題③ ～歩道狭隘～

○歩行空間

当該区間は、一部の歩道が未整備であることや、歩道幅員が１．０～１．５ｍと
狭隘であり、歩行者や自転車が車道部にはみ出して通行するなど危険な状態



Ⅲ 事業概要

・起 終 点：豊中市庄内栄町５丁目～庄内西町５丁目
（国道１７６号交差点～府道大阪池田線交差点）

・延 長 等：１，０６０ｍ（W=２７ｍ、４車線）
・道路 規格：第４種第1級

設計速度V=60ｋｍ/ｈ
・全体事業費：約 ７７．８億円
・総 費 用：約 61.8億円
・総 便 益：約350.4億円
・Ｂ ／ Ｃ：5.67

現況標準断面



一 般 部

計画



交 差 点 部

計画



Ⅳ 事前評価の視点

（評価の視点）
第5条 建設事業評価の視点は、次の各号に掲げる類型の区分に
応じ当該各号に定める視点とする。

○事前評価
①上位計画等における位置づけ（優先度含む）
②事業を巡る社会経済情勢
③費用便益分析等の効率性
④安全・安心、活力、快適性等の有効性
⑤代替手法との比較検討
⑥自然環境等への影響と対策



Ⅳ ①上位計画等における位置付け

H13.9 大阪府都市基盤整備中期計画（案）

[Ｈ20年 改定]
⇒穂積菰江線交差点：街路事業として位置付け

H24.3 大阪府都市整備中期計画（案）
⇒国道１７６号～府道大阪池田線：街路事業として位置付け



Ⅳ ①上位計画等における位置付け

事業化を検討 事業を行わない

視点１ 大阪の内外への円滑な交通の確保

視点２ 広域的な防災を支える都市基盤

視点３ 費用便益分析

大阪府がこれまで整備を考えていた路線全て(約280km)

YES

NO

◆広域緊急交通路（重点14路線、その他路線、補完する道路）であるか？

※産業政策、総合特区、物流戦略、防

災力強化など、広域的な都市経営の観

点から成長に必要な路線は別途対応

◆都市のブロック間の断面容量不足の解消：ブロック間断面混雑度1.25以上（注）
◆ブロック内の渋滞解消：渋滞ポイントの解消に寄与
◆高速ICアクセス路線： ICアクセス路線である
◆広域連携の強化に資する路線：府県間道路である

YES

NO

YES

◆新規路線：Ｂ／Ｃ≧１であるか？
◆継続路線：残事業Ｂ／Ｃ≧１であるか？

NO

高速道路、有料道路の活用
現道等の活用
他モード転換の可能性
等

による代替案

視点４
既存ストック活用の検討

重点化から漏れた路線につ
いては、
・現道の安全対策
・局地的な防災対策
など、必要な対策を検討

１０年ごとに策定する中期計画に、順次位置付け、実施

（注）混雑度1.25未満であれば、昼間12時間のうち、混雑する可能性のある時間帯が１～２時間。何時間も混雑が連続する可能性は非常に小さい。

Ｂ／Ｃ＝6.70



大 阪 府
豊 中 市兵庫県

尼崎市

都）三国塚口線Ｌ＝１．５㎞

評価区間 L=1.0km

暫定整備
L=220m 都市計画

未決定区間

Ⅳ ②事業を巡る社会経済情勢

大阪市

山手幹線
Ｈ１９． ３ 府県境供用

Ｈ２２．１０ 全線供用平

三国塚口線
Ｓ３３．６ 都市計画決定（当初）
Ｈ ８．７ 都市計画変更 幅 員：１６ｍ⇒２７ｍ

車線数：２車線⇒４車線

三国塚口線 事業中箇所
Ｈ２０．８ 事業着手
Ｈ２５．３ 完成予定

穂積菰江線 豊中市事業中
Ｈ ７．９ 事業着手
Ｈ２５．３ 完成予定

山手幹線

終点部の状況



Ⅳ ②事業を巡る社会経済情勢

H22 12,498台/日（-11％）
H17 14,005台/日

H22 33,741台/日（-18％）
H17 41,141台/日

H22 26,312台/日（-9％）
H17 29,063台/日

H22 12,704台/日（+18％）
H17 10,784台/日

◯ 現況交通量



◯ 近年の交通事故の状況

Ｈ２１年
１８件

Ｈ２２年
１８件

Ｈ２３年
１９件

【凡 例】

  ：自動車

  ：バイク

  ：自転車

  ：歩行者

Ⅳ ②事業を巡る社会経済情勢

関連事故件数（第１当事者または第２当事者が関連した事故）

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 合計 率

乗用車関連 14 14 14 42 76.4%

２輪車関連 5 5 4 14 25.5%

貨物車関連 3 5 6 14 25.5%

自転車関連 7 5 7 19 34.5%

歩行者関連 3 2 1 6 10.9%

・乗用車が関連する事故が最
も多く、７６％を占めている。

・自転車、歩行者が関連する
事故を合わせると２５件あり、
全事故55件の約半数を占め
ている。

庄本
交差点

島江町
交差点

阪急バス本社前
交差点



Ⅳ ③費用便益分析等の効率性

＜具体的な便益内容＞ 走行時間短縮・走行費用短縮・交通事故減少
＜受益者＞ 地域住民・道路利用者

費用便益分析 B/C=5.67
費用（Ｃ） 事 業 費 維持管理費 合 計

基 準 年 平成24年

単純合計 77.8億円 2.7億円 80.5億円
基準年における
現在価値 (Ｃ) 61.0億円 0.8億円 61.8億円

便益（Ｂ） 走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

合 計

基 準 年 平成24年

供 用 年 平成35年

基準年における
現在価値 (Ｂ) 292.1億円 45.4億円 12.9億円 350.4億円

[ L=1.0kmで分析 ]

※供用年⇒・当該区間（1.0km）を段階的に整備
する予定であり、供用時期を確定した
ものではなく、各区間の事業実施時に
それぞれの事業期間を定める。



費用 備考

委託費 1.0億円 測量費及び設計委託費

工事費 16.7 億円
道路築造費 11.6億円
電線共同溝築造費 5.1億円

用地費 26.0億円 面積14,770㎡

補償費 30.8 億円 物件補償など

事務費 3.3 億円 旅費・庁費・人件費・雑費等

維持管理費 2.7億円 供用から50年間の維持管理費を計上

合計 80.5億円

Ⅳ ③費用便益分析等の効率性

※地権者への補償費については概算額のため調査により変動する



③費用便益分析等の効率性～走行時間短縮便益について～
交通量
（台/日）

走行時間
（分）

交通量
（台/日）

走行時間
（分）

9023 0.50 2,539 1.50 15,951 1.83 4.51
6552 0.59 18,498 1.17 32,760 1.39 4.05
3561 0.74 33,588 1.32 44,747 1.45 3.52
5247 1.48 34,200 2.41 39,948 2.53 3.42
6560 0.72 25,250 1.45 32,649 1.70 3.09
9018 1.00 2,251 1.71 11,458 1.71 2.88
6507 0.87 11,917 1.74 20,604 1.74 2.57
3920 1.23 32,602 2.81 37,102 2.82 2.42
3918 1.58 25,672 3.50 28,620 3.56 2.30
7995 0.47 15,446 0.88 24,291 1.06 2.22
9024 0.41 2,539 1.23 11,289 1.42 2.22
3562 0.40 41,712 0.81 48,371 0.96 2.21
4267 0.71 17,321 1.34 23,515 1.49 2.06
6616 0.65 2,844 1.30 12,095 1.30 2.05
6506 0.66 37,343 1.35 44,366 1.38 1.88
5788 0.62 13,610 1.37 20,786 1.36 1.76
3919 0.58 42,530 1.60 47,210 1.64 1.75
3571 0.57 35,822 1.08 42,588 1.12 1.65
6012 0.60 13,729 1.09 20,478 1.18 1.59
6555 0.55 16,342 0.94 23,316 1.02 1.44
6559 0.51 16,342 0.87 23,316 0.95 1.35
5471 0.41 11,593 0.85 17,467 1.01 1.33
6505 0.48 28,473 0.96 36,419 0.96 1.32
4266 0.23 34,301 0.61 40,544 0.69 1.28
6553 0.72 28,951 1.64 33,967 1.62 1.26
6986 0.53 35,476 0.82 41,753 0.87 1.25
8820 2.00 16,858 4.00 18,590 4.00 1.22
6580 0.73 28,930 1.48 33,188 1.51 1.21
6196 3.25 1,799 5.57 2,912 5.57 1.17
6014 0.55 8,414 0.94 15,420 0.94 1.14
6550 0.61 14,064 1.09 18,556 1.18 1.10
3559 1.03 32,736 1.75 35,595 1.77 1.09
6985 0.43 35,476 0.66 41,753 0.71 1.08
6556 0.51 13,303 0.90 18,461 0.97 1.08
7698 0.56 32,602 1.28 37,102 1.28 1.08
4431 0.62 46,368 1.32 49,404 1.36 1.06
3574 0.48 22,900 0.77 29,461 0.80 1.06
6599 0.84 5,969 1.44 10,121 1.44 1.00
5974 1.09 19,212 2.18 16,516 2.18 -1.03
3187 0.68 47,999 1.44 45,357 1.40 -1.05
6667 0.46 9,574 0.93 2,892 0.92 -1.14
4259 0.63 25,318 1.20 19,594 1.22 -1.15
8714 1.40 36,340 2.54 34,908 2.42 -1.18
4297 0.97 99,469 1.02 93,373 1.01 -1.24
5517 0.64 21,411 1.29 16,061 1.29 -1.24
3185 0.63 50,481 1.25 47,744 1.18 -1.28
5267 0.43 20,071 0.74 8,572 0.74 -1.43
5095 1.67 13,434 3.46 11,214 3.42 -1.46
2028 9.60 58,477 7.25 57,210 7.25 -1.47
3186 1.34 42,644 2.78 40,258 2.74 -1.52
6471 0.39 39,717 1.29 35,104 1.19 -1.64
6195 0.63 18,860 1.08 9,899 1.09 -1.71
8429 0.76 35,394 1.39 29,399 1.33 -1.75
7699 0.37 39,638 0.63 23,718 0.63 -1.82
5266 0.59 20,071 1.01 8,572 1.01 -1.98

5790 0.60 18,678 1.33 10,184 1.25 -2.03
9015 0.50 33,972 0.79 13,923 1.00 -2.23
6056 1.19 35,795 1.89 29,795 1.81 -2.36
5262 1.28 13,092 2.56 6,395 2.56 -2.87
8424 1.35 18,754 3.43 15,657 3.09 -2.92
3956 1.35 32,780 3.16 28,474 3.03 -2.97
5265 1.38 18,469 2.37 10,332 2.37 -3.29
5791 1.00 23,291 2.59 17,097 2.33 -3.48

時間短縮
便益（億
円/年）

距離（㎞）リンク番号
整備後 整備前

プ
ラ
ス
の
便
益

マ
イ
ナ
ス
の
便
益

西宮豊中線

国
道
Ⅰ
７
６
号

山手幹線

時間便益（億円／年）

1以上
0.5～1
-1～ -0.5
-1未満

※Ｈ４２時点

国道４２３号



Ⅳ ③費用便益分析等の効率性 ～感度分析～

◯ 事業費 変動量
変動後の総費用
（現在価値）

総便益
（現在価値）

B/C

-10% 55.6億円

350.4億円

6.30

0% 61.8億円 5.67

+10% 68.0億円 5.15

+20% 74.2億円 4.77

+50% 92.7億円 3.78

◯ 交通量（便益） 変動量
変動後の総費用
（現在価値）

総便益
（現在価値）

B/C

-50%

61.8億円

175.2億円 2.83

-25% 262.8億円 4.35

0% 350.4億円 5.67

+10% 385.4億円 6.24

事業期間
変動量

変動後の総費用
（現在価値）

総便益
（現在価値）

B/C

-20%(-3年)

61.8億円

392.8億円 6.36

0% 350.4億円 5.67

+20%（+3年） 304.6億円 4.93

◯ 事業期間

事業費の変動の影響
によるB／Cの変化
を表す

交通量（便益）の変
動の影響による
B／Cの変化を表す

事業期間の変動の影
響によるB／Cの変
化を表す



走行時間短縮便益＝Σ（交通量×走行時間×時間価値原単位）
（円／日） （台／日） （分） （円／分・台）

±10％ 増減なし 増減なし±10％

すべてのリンク別の交通量を10％増減し、走行時間を考慮し
ていないことから、便益の10％増減と同等となる。

走行経費減少便益＝Σ（交通量×路線延長×走行経費原単位）

交通事故減少便益＝Σ【交通量×（係数×路線延長＋係数×路線内の交差点数）】

についても同様

費用便益分析マニュアルより

Ⅳ ③費用便益分析等の効率性 ～感度分析（考え方）～



豊中市庄内地区、豊南町地区

○延焼遮断帯の機能を有する防災環境軸や避難路の確保

Ⅳ ④安全・安心、活力、快適性等の有効性 ～密集市街地対策～

本路線の位置する「庄内地区」
は、大阪府インナーエリア再生
指針において、重点的に整備す
べき密集市街地「アクションエ
リア」に設定されており、防災
環境軸の形成等を重点的に取り
組んでいる。

防災環境軸
⇒ 特に大火の可能性の高い
市街地において沿道市街地の不
燃化、有効高度利用などと一体
的に都市計画道路の整備を促進
し、避難路・延焼遮断帯として
機能する空間を形成する。



大規模商業施設

大規模商業施設
大型スーパー

大型スーパー業務施設

大規模商業施設

ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱｰ

業務用施設

大型スーパー

大規模商業施設

業務用施設

平成8年の都市計画変更（2⇒4車線）後、大型店舗等が立地し、一定の空間が確保されているが、
現在も都市計画の制限を受ける建築物は残っており、都市計画幅員で道路を整備することにより密
集市街地の対策として、延焼遮断帯機能の向上を図るとともに避難路を確保したい。

大規模物件

都市計画で制
限を受ける建
築物

大規模物件

都市計画で制
限を受ける建
築物

現在の状況

平成８年都市計画変更前

Ⅳ ④安全・安心、活力、快適性等の有効性 ～密集市街地対策～



○広域緊急交通路の接続

Ⅳ ④安全・安心、活力、快適性等の有効性

広域緊急交通路
災害発生時に救助・救急、医療、消
火並びに緊急物資の供給を迅速かつ的
確に実施するため、大阪府地域防災計
画に位置づけており、一般車両を規制
し、緊急車両等の専用道路とするもの。

・広域緊急交通路のうち特に重要な重点
１４路線としている国道１７６号と府道
大阪池田線を４車線で接続することで緊
急交通道路のネットワーク機能を強化す
ることが可能となる。

凡例
自動車専用道路
府道：重点１４路線
府道：その他



Ⅳ ④安全・安心、活力、快適性等の有効性

歩道幅員の考え方 視覚障害者誘導用ブロックの設置

道路勾配は高齢者や車いす利用者に配慮
し、縦断勾配は５％以下（やむを得ない場
合８％）、横断勾配は１％以下（やむを得
ない場合２％）としています。

道 路 勾 配

縁端段差２ｃｍ

段差５ｃｍ

歩 道 の 高 さ

「高齢者・障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）と道路移動等の
円滑化基準が平成18年に施行され、これに基づき、すべての人に使いやすい歩道空間の整備を進めます。

沿道施設を利用する歩行者や自転車も多く、一部で歩道が未整備や狭隘箇所で
は、車道上を通行する歩行者や自転車が危険な状況であることから、自歩道を整
備することにより、安全・快適な歩行空間を形成する。

交通バリアフリー関連



Ⅳ ⑤代替手法との比較検討

本工事の代替手法

①バイパス整備･････････周辺は市街化しており、本路線以外のバイパス
整備は困難。また、密集市街地対策も兼ねている
ことから、当該区域での施行が必要。

②歩 道 拡 幅･････････将来の山手幹線との接続には都市計画幅員での
４車線整備が必要であり、歩道拡幅だけでは流
入交通に対応できない。

以上により、現計画が望ましい



Ⅳ ⑥自然環境等への影響と対策

○自然環境：既存市街地を通過する道路であり、植樹帯の整備により、緑を
創出する。

○騒 音：広幅員の歩道や植樹帯の整備により、発生源からの減衰が大き
くなる。また、低騒音の舗装の採用により低減効果が期待でき
る。

[通常舗装]
タイヤ溝と舗装面の
間に空気の逃げ道が
なく、空気圧縮騒音、
膨張音が発生

[低騒音舗装]
空隙に空気が逃げ、
音が生じにくい。

○振 動：広幅員の歩道を整備することにより、発生源からの減衰が大き
くなる。また、道路を適切に維持管理し、舗装等の状態を良好
に保つことにより、振動の影響を低減できる。

○大気汚染：渋滞の緩和による排気ガス等の低減効果も期待されること
などから、影響は少ない。



Ⅴ 事業段階ごとの進捗予定と効果

全区間整備（１．１ｋｍ）を一度に着手すると、一定区間の用地買収が完了するまで長期間を要し、工事
着手ができない。このため、早期の事業効果が発揮できるよう、区間を４分割して集中的に整備を進める。

[事業中]･･･豊中市が施行する（都）穂積菰江線との交差点部分を同時に施行することにより相互に事
業効果が発揮される。平成２０年度に着手～平成２５年３月供用予定

[ ① ]･･･当該区間で渋滞が著しい箇所であり、庄本交差点（大阪池田線交差部）及び島江町交差点
（阪急西側線）を整備することで事業効果が高いことからこの区間から着手する。

[ ② ]･･･次に渋滞している阪急バス本社前交差点（国道176号交差部）から穂積菰江線交差部
までを整備することにより事業中区間とあわせて事業効果が期待できる。

[ ③ ]･･･残る区間を整備することにより事業評価区間が完成。

○整備順序の考え方

○整備順序（案）



大 阪 府
豊 中 市

兵庫県
尼崎市

暫定整備
L=220m 都市計画

未決定区間

大阪市

府県間部 評価区間

L=0.5km L=1.0km

○府県間の接続について

・三国塚口線は兵庫県側の山手幹線と接続することにより、阪神間を結ぶ広域
的な交通ネットワークが形成されるため、事業全体としては、将来の府県間部
を含めた計画としている。
・府県間の整備にあたっては、兵庫県側からの交通流入に対応するために、ま
ずは、当該区間の整備により交通容量を確保する必要があり、その後、事業を
進めていく計画である。

都）三国塚口線Ｌ＝1.5㎞

Ⅴ 事業段階ごとの進捗予定と効果（参考）



＜具体的な便益内容＞ 走行時間短縮・走行費用短縮・交通事故減少
＜受益者＞ 地域住民・道路利用者

費用便益分析 B/C=2.09
費用（Ｃ） 事 業 費 維持管理費 合 計

基 準 年 平成24年

単純合計 140.4億円 3.8億円 144.2億円
基準年における
現在価値 (Ｃ) 96.1億円 0.8億円 96.9億円

便益（Ｂ） 走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

合 計

基 準 年 平成24年

供 用 年 平成43年

基準年における
現在価値 (Ｂ) 198.4億円 12.7億円 -8.4億円 202.7億円

※費用（C）
・現都市計画幅で概算金額を算出
・阪急神戸線交差方法は橋梁形式
・兵庫県域の費用は算出していない

[ L=1.5kmで分析 ]
Ⅴ 事業段階ごとの進捗予定と効果（参考）

※供用年⇒・府県間部を含めた全区間（1.5km）の費用
便益分析を検討するため、仮に設定したも
ので、供用時期を確定したものではない。

・府県間部の事業実施時にあらためて事業期
間を定める。



Ⅵ 対応方針（原案）

事業実施

〈判断の理由〉

本路線の整備により、地域の防災機能の向上や交通
の円滑化、交通安全性の向上が図れることから、事業
を実施する。



大阪府交通道路事業 建設事業評価（事前評価）に係る外部の専門家の意見

（都市整備部で実施）

■都市計画道路三国塚口線

外部の専門家による意見等 意見等への対応

①評価区間だけでなく、府県間部を整備してこそ事業効果
が発揮されると考えられるため、全区間（１．５ｋｍ）での
費用便益分析も確認すべき。
②密集市街地対策を課題とされているが、現地は都市計
画制限により一定の空間は確保されているように見える
ので、事業の効果とするのか確認すべき。
③代替手法との比較検討で、交通安全対策として、歩道
整備のみで十分と誤解されないようにすべき。
④費用便益分析の感度分析で「交通量の変動」としている
が、便益を単純に増減しているだけなので、表現を改め
るべき。

①～④

評価調書に追記、修正を行うとともに参考資料を添付
した。
①府県間部を含めた全区間（１．５ｋｍ）で費用便益
分析を行った。（【参考】Ｂ／Ｃ＝２．０９）

※内容は、外部の専門家に確認済み



事前評価調書（事業費 10億円以上） 

事業名 都市計画道路三国塚口線 

担当部署 都市整備部 交通道路室 道路整備課 街路建設グループ（連絡先０６－６９４４－９２８０） 

事業箇所 豊中市庄内西町５丁目～庄内栄町５丁目（国道１７６号交差点～府道大阪池田線交差点） 

目的 【現況と課題】 

都市計画道路三国塚口線は、豊中市の庄内地区を東西に貫き、国道１７６号から兵庫県境

の旧猪名川までを結ぶ延長約１．５ｋｍの幹線道路である。  

兵庫県側の山手幹線は、平成２２年１０月に全線整備されており、三国塚口線と接続する

ことにより国道２号、国道４３号を補完する阪神間の交通ネットワークの強化につながるも

ので、事業全体としては、将来の府県間部を含めた計画としている。今回の建設事業事前評

価は、府県間部の整備を前提に、兵庫県側からの流入交通に対応するために、まずは、国道

１７６号から府道大阪池田線間を整備するものである。 

当該区間（国道１７６号との阪急バス本社前交差点～府道大阪池田線との庄本交差点）は、 

現道の府道庄本牛立線が２車線で供用しており、この両端には、北大阪地域の南北方向の幹

線道路である国道１７６号及び府道大阪池田線が接続しているため、南北幹線道路から相互

に交通が流入し、連絡道路として交通需要が高まっている。 

【目的①：防災に資する道路整備】 

庄内地区は、道路が狭隘なうえに、狭小宅地が多く、老朽化した木造住宅が高密度に建ち

並んでおり、大規模地震時や大火時には、大きな被害が想定される密集市街地であるため、

避難路や延焼遮断帯の機能を有する防災環境軸として、また、広域緊急交通路である国道１

７６号・府道大阪池田線を補完する道路として、当該区間の整備を行い、防災機能の向上を

図る。 

【目的②：交通の円滑化と交通安全対策】 

現道の府道庄本牛立線の交差点には右折レーンが無いことや、沿道の大型店舗や工場、業

務用施設の利用車両、バスの乗降者待ちなどにより渋滞が生じており将来の兵庫県側との接

続や周辺地域の渋滞緩和のため、４車線で整備を行い、交差点部において右折レーンを設置

し、バス停を整備することにより、交通の円滑化を図る。また、沿道施設を利用する歩行者

や自転車も多く、一部で歩道が未整備や狭隘な箇所では、車道上を通行する歩行者や自転車

が危険な状況であることから、自歩道を整備することにより、安全・快適な歩行空間を形成

する。 

内容 
道路拡幅工： 延長Ｌ＝１．０ｋｍ 幅員Ｗ＝２７．０ｍ ４車線道路 

道路区分 ： 第４種第１級  

事業費 

 

 

 費用（億円） 備  

事業費  ７７．８  

内

訳 

調査費等 １．０ 測量費及び設計委託費 

用地費 ２６．０  

補償費 ３０．８  

工事費  １６．７ 道路築造工事及び電線共同溝築造 

事務費 ３．３ 旅費・庁費・人件費・雑費等 
 

追記・修正 

修正 

追記・修正 

 

 

【事業費の積算根拠】 

予備設計により、線形、断面等を設定し、数量を

算出。事業費は積み上げにより算出。 

【工事費の内訳】 

道路築造工事     １１．６億円 

電線共同溝築造工事   ５．１億円 

事業費の変動要因 

【他事業者との協議状況】 

特になし 

【今後の事業費変動要因の予測】 

沿道には、大型店舗や工場、業務用施設が立地している。地権者への補償費の算定につい

ては概算額で計上しており、具体の補償費は今後、詳細な調査により確定することから変動

する可能性がある。 

 維持管理費 
５５０万円／年 （大阪府内の道路維持管理実績：５００万円／km・年） 

関連事業 

豊中市施行 都市計画道路穂積菰江線 ２車線 
 ・計画延長Ｌ＝約２，３００ｍ、供用済延長Ｌ＝約１，６００ｍ 
 ・三国塚口線交差部は平成２４年度末供用予定 

上位計画等に 

おける位置付け 

大阪府都市整備中期計画（案）平成２４年３月 

街路整備事業として位置付け 

事業をめぐる社会

経済情勢等 

◯周辺道路の整備状況 
三国塚口線は、平成７年の阪神・淡路大震災における教訓を踏まえ、災害に強いまちづく

りを進めることや、渋滞緩和、交通安全等に配慮した地域における東西方向の幹線道路とし

て、平成８年に国道１７６号から府道大阪池田線間を２車線から４車線、幅員を１６ｍから

２７ｍに都市計画変更を行った。平成２０年度には豊中市が施行する都市計画道路穂積菰江

線との交差部分の約２２０ｍを事業化し、平成２４年度末に暫定２車線にて供用開始予定で

ある。 
また、兵庫県域では、山手幹線が平成２２年１０月に全線供用しており、三国塚口線との

早期接続が求められている。 
 さらに、大阪市域では都市計画道路庄内新庄線の整備が三国東地区土地区画整理事業にお

いて進められており、将来、大阪市境の神崎川から国道１７６号までの未都市計画区間と接

続することにより、さらなる交通ネットワークの強化が見込める。 
 
◯都市計画変更 
・変更内容… ○車線数：２車線⇒４車線に変更 

○幅員 ：Ｗ＝１６ｍ⇒Ｗ＝２７ｍに変更 
・経 緯… 平成８年２月 地元説明会（３回実施） 

平成８年７月 都市計画変更告示 
 

◯現道の状況 
路線名 年度 交 量 

府道 庄本牛立線 
(豊中市大黒町１丁目 ) 

平成２２年 
平成１７年 

１２，４９８台／日（－１０％） 
１４，００５台／日 

・ピーク時には４００m以上の渋滞が発生 
・交通事故発生件数 ５５件（平成２１年から平成２３年の３年間） 

前回会議終了後、追記・修正した資料 

修正 



地元の協力体制等 
国、兵庫県、地元市で構成する連絡調整会議を平成１６年度より継続して開催し、協議調

整をすすめており、府・市が連携・協力し事業を推進していく。 

事業の投資効果 

＜費用便益分析＞ 

または 

＜代替指標＞ 

[効果項目] 

○走行時間短縮 

○走行経費減少 

○交通事故減少 

 

当該区間（１．０ｋｍ）の費用便益分析 

[分析結果] 

Ｂ／Ｃ＝５．６７  Ｂ＝３５０．４億円  Ｃ＝ ６１．８億円 

 

[算出方法] 

国道交通省「費用便益マニュアル（平成２０年１１月）」により算出 

※総便益及び総費用は基準年（平成２４年）における現在価値で算出している。 
社会的割引率は年４％、全線供用開始は平成３５年、費用便益の算定期間は供用開始から

５０年としている。 
※総費用＝事業費＋維持管理費 
[受益者] 

地域住民・道路利用者 

 

【参考】府県間部を含めた全区間（１．５ｋｍ）の費用便益分析 

[分析結果] 

Ｂ／Ｃ＝２．０９  Ｂ＝２０２．７億円  Ｃ＝ ９６．９億円 

定性的分析 

[効果項目] 

【安全・安心】 

・大火発生時の延焼遮断機能の向上、避難路の確保 

・災害発生時の広域緊急交通路の補完機能 

・バリアフリー基準に沿った歩道整備 

・電線類の地中化による安全・快適な歩行空間の創出 

・交通事故減少 

事業段階ごとの 

進捗予定と効果 

○当該区間整備（１．０ｋｍ）を一度に着手すると、一定区間の用地買収が完了するまで長

期間を要し、工事着手ができない。このため、早期の事業効果が発揮できるよう、区間を４

分割して集中的に整備を進める。 

 

整備順序（案） 

[事業中]（都）穂積菰江線交差部（現在事業中区間） 

[ １ ]（都）阪急西側線～府道大阪池田線 

[ ２ ]  国道１７６号～（都）穂積菰江線交差部 

[ ３ ]（都）穂積菰江線交差部～（都）阪急西側線 

完成予定年度 平成３５年度 

追記 

修正 

代替手法との 
比較検討 

① バイパス整備…周辺は市街化しており、バイパス整備は困難。また、密集市街地対策 

      も兼ねていることから、当該区域での施行が必要。 

② 歩 道 拡 幅…将来の山手幹線との接続には都市計画幅員での４車線整備が必要であ 

    り、歩道拡幅だけでは流入交通に対応できない。 

 

以上により、現計画が望ましい 

自然環境等への 
影響とその対策 

○自然環境…本事業は、既存市街地を通過する道路であり、植樹帯の整備により緑を創出し

ます。 

○騒  音…広幅員の歩道や植樹帯の整備により、発生源からの減衰が大きくなる。さらに、

低騒音の舗装の採用により低減効果が期待できる。 

○振  動…広幅員の歩道を整備することにより、発生源からの減衰が大きくなる。また、

道路を適切に維持管理し、舗装等の状態を良好に保つことにより振動の影響を

軽減。 

○大気汚染…渋滞緩和による排気ガス等の低減効果も期待されることから、影響は少ない。 

その他特記事項 
 

 

対応方針 

事業実施 

＜判断の理由＞ 

本路線の整備により、地域の防災機能の向上や交通の円滑化、交通安全性の向上が図れる

ことから、事業を実施する。 

 

追記・修正 
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